公益社団法人福岡県剣道連盟　専門委員会規則

（目　的）

第１条　この規則は、公益社団法人福岡県剣道連盟定款（以下「定款」という。）第３４条の規定に基づき、公益社団法人福岡県剣道連盟（以下「連盟」という。）の専門委員会（以下「委員会」という。）に関する必要な事項を定めることを目的とする。

（委員会の名称）

第２条　連盟に、次の委員会を置く。

(１) 総務委員会

(２) 事業委員会

(３) 広報委員会

(４) 選手強化委員会
（５）指導委員会
（６）女子委員会

（委員会の任務）

第３条　委員会の任務は、別表に定める所掌事項について基本方針及び具体的な施策を策定する。

（臨時委員会）

第４条　前２条に規定する委員会の任務以外の事案が生じたとき又は会長が必要と認めるときは、第２条に定める以外の臨時委員会を設置する。

（構成及び委員の選任）

第５条　委員会は、委員長、副委員長及び委員をもつて構成し、その数は７名以下とする。

２　それぞれの委員は、会長が理事及び会員の中から選任し、理事会の承認を得て委嘱する。

（委員の任期）

第６条　委員の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。
２　補欠又は増員により選任された委員の任期は、前任者又は現任者の任期の残存期間とする。
３　委員は、任期満了後でも後任者が就任するまでは、なお職務を行う。
（兼任の禁止）

第７条　委員は、第２条に規定する委員会の委員を兼任することはできない。

（委員長の指名）

第８条　それぞれの委員長及び副委員長は、選任された委員の中から会長が指名する。
（委員の任務）

第９条　委員の任務は、次のとおりとする。
(1) 委員長は、委員会の会議（以下「会議」という。）における決定事項について報
告書を作成し、常任理事会を経て理事会においてその報告をしなければならない。

(２) 副委員長は、委員長を補佐し、委員長が出張、病気又はその他の事故により不在のときは、その任務を代行しなければならない。

(３) 委員は、所掌事項に関する調査又は研究等につとめなければならない。

（会　議）

第１０条　会議は、専務理事と協議して、委員長がこれを招集する。

２　会議の議長は、委員長がこれにあたり議事の進行につとめる。
３　議長は、会議の内容をそのつど記録して要点を専務理事に報告する。
４　会長、専務理事及び事務局長は、必要があると認めるときは会議に出席して意見を述べることができる。
５　議長は、必要に応じて会議に参考人の出席を要請して、意見を求めることができる。
（細　則）

第１１条　この規則の施行について必要な細則は、会長がこれを定める。
附　　則

この規則は、平成25年５月18日から施行し、移行登記日である平成25年４月１日に遡って適用する。
　　*指導委員会新設　平成30年３月10日の理事会にて承認。５月12日理事会にて具体
的な役割・活動・委員の氏名を決定。
*【参考】「医科学安全委員会」は諮問機関として新設（令和３年２月27日理事会）
　　*女子委員会新設　令和７年３月８日の理事会にて承認。
　　
別　　表

総務委員会の所掌事項

１　諸団体との連絡協調に関すること。
２　予算、決算、及びその他財務に関すること。
３　組織の制度、規則及び諸規程に関すること。
４　人事に関すること。
５　表彰及び慶弔に関すること。
６　その他連盟の運営に必要とすること。
事業委員会の所掌事項

１　称号（教士、錬士）及び段位審査に関すること。
２　諸行事及び事業計画の策定に関すること。
３　各種予選会及び大会の開催に関すること。
４　選手を派遣する各種大会の選考に関すること。
５　その他連盟の事業に必要とすること。
広報委員会の所掌事項

１　剣脈の発行に関すること。
２　ホームページに関すること。
３　その他広報に関し必要とすること。
選手強化委員会の所掌事項

１　大会派遣出場選手の選考に関すること。
２　派遣選手要員の強化指導に関すること。
３　対外試合選手の強化稽古に関すること。
４　強化指導員の選任に関すること。
５　その他選手強化に必要とすること。
指導委員会の所掌事項

１　講習会等の計画立案と統括に関すること。

２　少年・女子剣道指導者の養成に関すること。

３　「木刀による剣道基本技稽古法」の普及に関すること。

４　地域剣道連盟等からの要請による講師の派遣に関すること。

５　その他指導者層の拡大や指導内容の充実に付帯する事項に関すること。

女子委員会の所掌事項

１　女子講習会、女子剣道大会の企画・運営に関すること。

２　指導法、審判法の講習を担当できる女性講師の育成に関すること。

３　全剣連女子講習会への参加者選考に関すること。

４　幼少年ブロック別研修会の参加者の選考に関すること。

５　その他女性指導者の人材育成に関すること。
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